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一
　
 検討の視点
──近年の指定管理制度・業務委託等に係る集団的労使紛争の分析を手がかりに──
　
本稿は、法政大学公契約研究会における、二〇一三年から二〇一五年の共通研究テーマ「公契約と新しい公共」の
うち、日本における公契約と集団的労使関係を担当した筆者が、研究会における報告原稿を再構成したものである。研究会においては、他のメンバーがアメリカ、ＥＵ諸国の公契約法制の比較法的検討を行った。筆者はこれを踏まえて、日本国内の公的セクターにおいての外部委託（アウトソーシング）や指定管理制度の導入について担当 、集団一
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公契約に係る集団的労使紛争の類型
三
　
近年の公契約に係る労委命令の検討
　（一）
　
 公契約従事者の雇用継続に係る団体交渉応諾義務の存否
　（二）
　
委託元への団体交渉申し入れと使用者性
　（三）
　
小括
四
　
日本における公契約と集団的労使関係の残された課題
　（一）
　
 公契約の締結に際しての労組法等の集団的労使関係法遵守の条項 扱い
　（二）
　
 事後的救済の限界と公正労働基準設定
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的労使関係上の課題の検討を行った。そして、近年の労委命令をもとに、公的セクターにおいての外部委託（アウトソーシング）や指定管理制度の下での集団的労使関係上 課題の整理を試みるものである。　
二〇〇九（平成二十一）年九月に千葉県野田市議会が日本で初の「公契約条例」を可決してからおおよそ六年にな
る。その後、自治体レベルでは公契約条例の制定が進んだもの
の
）（
（
、 「公契約法」の制定には至っていない。地方公共
団体における公契約条例の制定は、 務員 減員
）（
（
、非常勤職員等の増加や外部労働力の利用によるいわゆる官製ワー
キングプア問題 顕在化
）（
（
や労働組合の働きかけ
）（
（
等が背景にあり、公契約における賃金下限額の設定等による労働条件
の確保等が条例の中心に置かれている。公契約に従事する労働者の公正な労働基準の確立が公契約に携わる労働者の労働条件に改善に繋がるとともに、労働者全体の労働条件や地域雇用 改善へ 波及効果も期待されている
）（
（
。
　
他方、公契約締結の一方当事者たる地方公共団体及び受託業者等と労働組合との間の協議・交渉に係る紛争、公契
約に携わる労働者の個別的労使紛争 ついては、個々 紛争が労働委 会、裁判所等に持ち込まれている のの それぞれの紛争の個別判断にとどまっており 「公契約事案」というカテゴリーに特有・独自の判断枠組みの構築には至っていないように思われる。そこで、本稿では、初の公契約条例が 定された二〇〇九年以降 公契約に係る集団的労使紛争を、労働委員会命令を中心 分析し
）（
（
、公契約と集団的労使関係を検討する端緒としたい。
　
なお、本稿では、以下、 「公契約」をＩＬＯ九四号条約第一条第一項にならい、 「契約の当事者の少なくとも一方は
公の機関であること。 」 、 「契約の履行は次のも を伴うこと。① の機関による資金の支出及び②契約の他方当事者による労働者の使用」 、 「契約は次のもの 対する契約である 土木工事 建設、変更、修理若しくは解体、②

材料、補給品若しくは装置の製作、組立、取扱若しくは発送又は③労務の遂行若しく 提供」としておく
）（
（
。
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公契約に係る集団的労使紛争の類型
　
業務委託・指定管理に係る集団的労使紛争をみるに、以下のように分類することができよう。
　
Ａ従前、国や地方公共団体が直営で実施していた事業を業務委託・指定管理の対象 することに伴い、雇用が打ち
切られたことを契機とする事案（組合員の解雇、雇止めの労組法七条一号、三号該当性が争点となる事案）　
Ｂ委託元である国、地方公共団体 対して、業務委託・指定管理の受託事業者 雇用される労働者の加入する組合
が団交を申し入れた事案（委託元の使用者性、団体交渉事項が義務的団交事項に該当するか（管理運営事項に該当しないか）が争点となる）　
Ｃ業務委託・指定管理に伴う雇用・労働条件等の問題について、雇用され 労働者らが加入する労働組合が受託者
に団体交渉を申し入れた際の、誠実交渉義務等が争点となる事案等。　
これらを労組法七条の各号ごと まとめると、
労組法七条一号につ ては（ⅰ）組合員であることを理由とする不利益取扱　　　　 　　　 　　　
（ⅱ）黄犬契約
　　
二号については
　
（ⅲ）労組法上の使用者性
　　
（ⅳ）義務的団交事項の該当
　　
（ⅴ）誠実交渉義務
　　
三号
　　　　　　
（ⅵ）支配介入等
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三二
　　　　
四号
　　　　　　
（ⅶ）救済申立を理由とする不利益取扱
に分けることができる。もちろん、一つの事件に全ての要素が含まれることもあれば、単独の争点となることもある。　（ⅰ） 、 （ⅱ）は公契約関係に特有のものとはいえないが、課題となるのが、二号の団交応諾の問題のうち、労組法上の使用者性の問題であろう。とくに、委託元等 国や地方公共団体の使用者性が争点となる事例は多い。しかも、不当労働行為の審査に時間 かか こともあって、審査手続の間に、委託契約、指定管理の契約の終了などにより、その後の救済の可能 についての趨勢が決まってしまい、救済の利益を欠くといった決着に至ることがある。　地方自治体を相手方とした団交申し入れにあたり、当該業務や施設を業務委託や指定管理の対象とするか否かにつ
いては、管理運営事項であるとして団交 対象としないとか 特定 職員 任用についても管理運営事項に該当すなどとして団交に応じないことが紛争とし 上がっているこ が多 。
三
　
近年の公契約に係る労委命令の検討
　
公契約をめぐる集団的労使関係に係る紛争は、右の分類のように、Ａ公契約従事者の雇用継続に係る紛争
）（
（
、Ｂ団体
交渉における使用者性に係る紛争 Ｃ委託元及び委託先の団交応諾義務に係る紛争に類型分けすることができるが、実際の紛争発生はこれらの複合 起こっている。以下では、指定管理制度導入後の業務委託に係 紛争の典型例を大まかに類型分 して検討しておく。
（一）
　
公契約従事者の雇用継続と団体交渉応諾義務の存否
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業務委託に伴う雇止め等に係る団交応諾義務に係る事案として、小松島市事件（徳島県労委平二三・三・一〇命令、
不当労働行為事件命令集一四九号（一）四八八頁）を概観する。この事件は、市営バス事業の民間委託の実施予定に伴って、任用期間が終了したＡ組合の組合員である非常勤職員を再任用しなかったこと、Ｂ組合（Ａ組合の上部組織）の団交申し入れを拒否したことが不当労働行為に当たるかが争われた事案である。　
徳島県労委は業務委託に先立ち非常勤職員の任用期間を二一年九月末まで 受託会社が非常勤運転手全員で
はなく優先して雇用するとしたことを認めた上で、当該会社を受託者として決定した は、組合結成より前であったこと等から、市が組合員や組合活動を嫌悪 て、 員を排除したものとは認めら ないとした。また 管理の受委託に時間を要し 同年一〇月以降、派遣による運転士で対応したこと ついても、不当労働行為意思に基づいて員を排除したものと認められないと て、労組法七条一号、三 の不当労働行為に当たらないと た。他方 雇止め以降、市が、申立人組合からの団交申し入れを、管理運営事項 団交事項に該当しない、前回の交渉後に新 な問題点がない等として拒否したことは、労組法七条二号の不当労働行為に当たるとした。　
この小松島市事件では、徳島県労委は、非常勤職員の任用終了後、再任用するかしないかは市の裁量に属する管理
運営事項であるといえるが、従来 員 結果として が更新されており 組合員は再任用され いう期待の下で就労していたというべきであり、原職が廃止さ て るという事情はあるものの、再任用 係る要求は組合員 処遇に直接関わる問題であるし、市営バスの管理の受委託及び期限付き任用における再任用に関する事項 組合員の処遇に影響を有する範囲 当然に団体交渉事項と認められるとし、市は団交に応じた上で組合員 対して管理の受委託の経緯や再任用を行 なかった理由など、組合の要求事項に関連 た説明を十分 尽くすべき あった かし、二二年一月四日から管理の受委託 よるバス運行が実施さ 市におけ 組合員らの原職は廃止されてい こと
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からすると、①非常勤運転手の再任用を拒否し、二一年一〇月以降、派遣によりバス運行させる理由、②正規職員と合意確認書を交わしたことについて、③市営バスの管理の受委託について、④雇止めされた市バス非正規職員の雇用問題についての各事項は団交による解決が不可能になったというべきで、その意味は失われているとして、救済の範囲に含めなかった。事業の類型としてはＡに該当するものといえよ （なお 和解により終結し、中労委のデータベースから削除されている） 。
（二）
　
委託元への団体交渉申し入れと使用者性
　
①中国・九州地方整備局事件（中労委平二四・一一・二一命令、不当労働行為事件命令集一五四巻（二）一七七三
頁）　
中国・九州地方整備局事件は、国土交通省中国地方整備局及び九州地方整備局管内の国道事務所等の車両管理業務
（公用車の運行等）を受託していた申立外Ａ社が、国の入札方式の変更に伴い、平成二一年度の当該業務を一般競争入札において落札できず、業務を受託することができなかったことから、上記業務に従事してい 社員を解雇したため、当該社員の七名（以下、 「組合員ら」 ）が加入し 組合が 直接雇用（任用）等 関する団体交渉を二 年四月一五日付けで中国地方整備局長らに対し、四月一六日付けで九州地方整備局長ら 対し、それぞれ申 入れ が、国が、これに応じなかったことについて、組合から不当労働行為の救済申立て あっ 事件である。　
初審（広島県労委平成二三年六月二四日命令、労判一〇二九号九四頁）は、国に対し、誠実団交を命じ、その余の
申立てを棄却したところ、 は、これを不服として 再審査を申し立てた。　
中労委の再 査では、本件団交事項についての国の使用者性について以下のように判断している。労組法第七条に
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いう「使用者」は、必ずしも労働契約上の雇用主に限定されるものではなく、雇用主以外の者であっても、例えば、当該労働者の基本的な労働条件等に対して、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有しているといえる や、当該労働者との間に 近い将来 おいて雇用関係の成立する可能性が現実的かつ具体的に存する者もまた雇用主と同視できる者であり、これらの者は、その同視でき 限りにおいて労組法第七条 「使用者」と解すべきである
）（
（
。本件の組合員らはＡ社に雇用されていた者であり、中国及び九州地方整備局の各国道事務所
等は、Ａ社との間の車両管理業務委託契約に基づき組合員らを受け入れていたのであって、組合員らとの間に雇用関係は存在しないため、雇用主以外 場合に関する法理が問題となる。そして、組合員らの中には、一人を除きいずれも、国道事務所等から直接 指示又は連絡を受けるべき立場である責任者等の職務に就いたことがなかったにもかかわらず これら組合員らについ は、それぞれ当時勤務していた国道事務所等の所長や職員か 直接口頭 公用車運行の指示を受けていたほか、時間外労働や休日労働等 つ 直接の指示を受けていた者がいた。こ らのこと られば、組合員らの就労に対 ては、 的な指揮命令があったことが認められ とした。　
しかし中労委は、組合の申し入れた団交事項は、組合員らの直接雇用（任用）その他の雇用の確保（例えば、他の
就業機会の確保）であったと解するのが相当であるところ、このよう 団交事項は、就労の諸条件に関わるも はなく、組合員らの雇用その 、すなわち、採用、配置、雇用の終了（打切り）等 一連 雇用の管理 す 決定に関わるものといえるとし、したがっ 、本件において国道事務所等が労組法上の使用者となるためには、こ らの決定 ついて 雇用主と同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有している必要がある ころ、組合員ら 採用及び配置については、組合員らは い れも、国道事務所等とは別個の法人である同社が面 を行うなどし 採し、国道事務所等に配置して た者であったし 雇用の終了（打切り）につ て 、組 員ら 解雇は、Ａ社の意思
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によりなされたものというほかなく、国道事務所等が解雇それ自体につき、直接的な関与をしたり影響力を行使したりしたことを認めるに足りる証拠は いとした。　
そして中労委は、国道事務所等は、実質的に見て、組合員らの就労に関する諸条件についてはともかく、上記一連
の雇用の管理 関する決定については、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度 現実的かつ具体的な支配力を有していたと認めるには足 ず、この観点からは、本件団交事項につ ては、国道事務所等に労組法上の使用者性を認めることはできないと のである。
）（（
（
事業の類型としては二のＡとＢの混合型といえよう。
　
②東海市事件（中労委平二五・一・二五命令、不当労働行為事件命令集一五五巻（二）一四三一頁）
　
東海市事件
）（（
（
も、団交に係る使用者性が争点となった事案である。申立外Ｃ社に雇用され、Ｃ社と市との間の業務委
託契約に基づき、市の小学校に派遣されてＡＬＴ（外国語指導助手） して稼働していた外 人語学教師（Ａ）の直接雇用等に係る団交申し入れにつ て、初審（大阪府労委平二三・九・九命令）は、市は労組法上の使用者 は当たらないとして、救済申立てを却下した。　
中労委は、ＡＬＴ業務は業務委託契約であるものの、組合員Ａの就労実態は、労働者派遣の形態にあったと認めら
れるが、市には、労働者派遣法第四〇条 四（当時） 基づく直接雇用（任用）の申込義務が生じて たといえず、また、近い将来 おいて市とＡとの間で雇用関係が成立する可能性が現実的かつ具体的に存在 いたと認めることはできないとした
）（（
（
。そして、市は、Ａに対する就労（就労時間等）の管理及び雇用（採用・配置・雇用の終了）の管
理のいずれにおいても、雇用主と部分的 はいえ同視 る程度 現実的かつ具体 な支配をしていた は えなから、市 、直接雇用等を求める組合の団体交渉に応ずべき労組法第七条第二号の使用者に当たらないと判断 ている
）（（
（
。類型としては二のＢに当たる。
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③大樹町事件（北海道労委平二四・一一・二六命令、不当労働行為事件命令集一五四巻（一）九五七頁）
　
大樹町事件は、外部委託した保育園の給食部門の再委託に係る町の団交の拒否が争点となった事案である。被申立
人（町）からの委託により保育園を運営している申立外社会福祉法人Ｚが、保育園の給食部門を外部委託することについて町に承認を求めたところ、町は当初、外部委託を無期限延期するとした。これを受け、申立人組合とＺは、「Ｚは、給食部門の外部委託について町の無期限延期の指導を受け入れたことを表明する」ことを合意した。しかし、その後、町はＺから改めて協議を受け、外部委託を承認するに至った。組合は、Ｚを被申立人として北海道労委に対し、不当労働行為救済申立て 行っ が、和解が成立した（和解協定に、上記の合意事項については改めて団交で協議するものとし その協議 は町の同席 求めるものとする旨が記載された） こ 和解協定 従 、町 課長同席の下に団交が行われた。その際、町の課長は組合の質疑について持ち帰って検討するとしたが、町は後日 は同席する みで一切コメントしな などと組合に回答した。本件は、上記回答を受け、組合が町に対し二回 渡っ 申入れた団交に町が応じなかっ ことは不当労働行為であるとして、救済 申立 られた事件である。　
命令は、町は保育業務の委託先であるＺに対し、その職員の採用や人事異動について意見を述べたり 指導するこ
とはなく、勤務内容や労働条件についても基本的 Ｚ 自主運営に任せていたのであるから 町が、Ｚ 職員の労働条件について、雇用主であるＺと同視できる程度に現実的かつ具体的 支配・決定 ていた事実は認められないした。すなわち、町が本件外部委託を承認する権限 、あくまでも保育業務 適正な実施 図ることを目的とする保育業務委託契約 基づき定められたものであって、町は、承認 当たり、Ｚと委託先業者 の契約 、専 衛生や栄養等の質の確保に関する条件を定める厚生省局長通知に合致している どうかの観点から み審査しており、よて、本件外部委託の承認が、結果としてＺの職員の労働条件 影響を与えたとしても、そ ことをもっ 雇用主 同
法学志林
　
第一一三巻
　
第三号

三八
視できる程度の支配・決定力を有していたとは認め難いとして、町は、労組法上の使用者とはいえないとしたのである。これも類型としては二のＢの争点が中心となっている。　
④栗東市（文化体育振興事業団職員協議会）事件（滋賀県労委平一八・一〇・二七命令、労判九二五号九〇頁）
　
栗東市事件は、市が、申立外栗東市文化体育振興 業団に委託していた芸術文化会館の管理について、平成一八年
四月以降指定管理者制度を導入 一般公募により行わせることとしたため、組合（栗東市文化体育振興事業団職員協議会）が市に対し同事業団職員の雇用確保に関する団体交渉を申し入れ ところ、同職員との間に雇用関係がないことを理由にこれを拒否したことが不当労働行為であるとして争われた事件である。　
命令は、条例の改正により会館に指定管理制度が導入され、申立外Ｂ社が指定管理者として選定されて、事業団が
会館管理委託料の財源を失うことにより、会館に配属された一一名の職員の雇用を継続す とが非常に困難となることを認定の上で、市と事業団職員 の間に直接的な 関係は認められないが、市 事業団に対 人事面、財政および業務面において大きな影響力を及ぼしてい 中で、本件指定管理制度の導入に伴う市の事業団に対する会館の管理委託の終了は、事業団 存続と事業団職員の雇用に重大な影響を及ぼ 問題で有り 協議会が申 入れた本件雇用問題に関する団交に対し、誠実に対応す べき あ とし 市が直接雇用関係 な こ 理由に団交を拒否したことは労組法七条二号 不当労働行為 該当 と判断した。 かし、市等の協議により、事業団職員をＢ社市に出向させることが決定したことなどから雇用不安は当面解消されていること等から、救済方法としてはポストノーティスのみを命じている。型としては二のＣにあたるものである　
④えどがわ環境財団・江戸川区事件（東京都労委平二六・八・五命令、中労委労委命令データベース）
　
えどがわ環境財団・江戸川区事件は、指定管理者に事務局長を派遣している区の使用者性が争点となった事案であ
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る。江戸川区立自然動物園等の指定管理者である財団で働くＡ（飼育員）らが、職場におけるＺの言動がひどい等と財団に訴えたところ、区から派遣されている財団事務局長は、朝礼の際に、 「Ｚを手伝わなかった人は動物園に必要ないので辞めてもらうか 異 してもらいた 」旨の発言をした。Ａらは、組合に加入し、二四年二月二〇日、組合は、財団に、来年度の勤務場所及び職場環境の改善等について団体交渉を申し入れ 三月二日から六月八日までの間に、団体交渉が四回開催された。その間の、四月一日、組合員ら（二名）は、自然動物園か みどりの推進係等に配転となった。五月二三日、組合は、区に対し、財団事務局長の退任等を求めて団体交渉を申し入れたが 区は、これに応じなか そこで 組合が、Ａらの配転が組合員に対する不利益取扱い及び組合運営に対する支配介入に当たり、団体交渉 おける 対応が不誠実な団体交渉に当たり、区が団体交渉に応じなかったことが正当な理由のない団体交渉拒否に当たるとして、救済申立をし 事案である。　
都労委は、Ａの配転及び財団の不誠実団交について救済申立を認容したが、区は、財団職員の基本的労働条件につ
いて現実的かつ具体的に支配 決定できる地位にある はいえず団体交渉 応ずべき使用者 当たるとはいえないとして申立を棄却した。類型としては二のＢとＣの混 といえよう
）（（
（
。
（三）
　
小括
　
右のように、公契約に係る集団的労使紛争においては、委託先変更な し委託打ち切り等に伴う雇用継続に係る交
渉、委託元に対して団体交渉を申 入れるに当たっての団体交渉応諾義務 問題が Ｂの労組法上 使用者性 争点として出現する形態が多いことが分かる。これは りもなおさず紛争 一方当事者である労働 側が委託元 国や自治体も交えて解決したい、雇用主のみでは解決し難い 考えている とを表わしている 公契約 係る集団的労使
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紛争に当たり、委託元である国・地方公共団体が、何らかの形で関与しない限りにおいては労働紛争の改善や雇用の維持といった根本的な解決に至らないことが多いことから、こ 点について次項で検討することとする。
四
　
日本における公契約と集団的労使関係の残された課題
（一）
　
公契約の締結に際しての労組法等の集団的労使関係法遵守の条項の扱い
　
紛争事例の中に現れる指定管理者との協定あるいは地方公共団体が公開している公契約条例を概観すると、労働基
準の遵守、労働報酬下限額（基準額）の遵守等といった雇用・労働条件の点については規定しているもの
）（（
） （（（
（
の、労組法
の遵守といった面についてはほとんど触れられるこ が い。これは公契約条例の性格上やむを得な 点 あるが
）（（
（
、
他方、連合が平成二三（二〇一一）年一一月に作成し、二〇一二年一月に改訂した「公契約条例モデル（案） 」一一条四号においては、 「労働関係法令遵守義務」として、特定公契約等受注者 、自ら、労基法、労組法 安衛法、均等法、労契法 パート法を遵守するとともに、再委託等によって下請業者との間で請負契約を締結する際に 当該請負契約において特定公契約受注関係者がこれらの法令を遵守すべき旨を定めることとして る 目立つ ころである。　
公契約条例に盛り込むほか、委託契約や指定管理者との協定に集団的労使関係にかかる法令の遵守、集団的労使紛
争の紛争解決について何らかの条項を入れることの模索もあってよかろう
）（（
（
。紛争解決システムが構築されることによ
り、紛争の予防に繋がる上に、紛争 早期解決 期するこ ができる。それは、公契約に基づ て就労する労働者
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保護することにも繋がるであろうし、このような紛争の予防・早期解決への取組は、住民サービスの点からも、公的機関におけ 裁判費用等の不意の支出の防止 点も望ましいことは言うまでもない。
（二）
　
事後的救済の限界と公正労働基準設定
　
近年、学会においても、公務部門の事務事業の民間委託、公の施設の廃止・民間移譲、公の施設の指定管理、独立
行政法人・地方独立行政法人設立、市場化テスト等について、 「公務部門の事業再編」と捉えて、事業再編に係る法理の中で検討されるようになってきた。　
公務部門の事務の民間委託や指定管理に公契約により従事する労働者の処遇や雇用の安定について 契約法が存
しないことにより、十分な保護がなされない が問題となっている。自治体レベルにお て公契約条例の制定が進んでいることを踏まえれば、将来的には立 的な措置 求められよう。　
三で検討した労委命令は、公契約の現場において労使紛争が発生した際 事後的救済の限界を示しているともいえ
る。雇用継続に係る駆け込み訴え的な事案においても、委託に係る公契約従事者の労働条件に係る争いにおいても、もとの業務委託契約や指定管理制度に基づく協定 おいて労働者保護に係る基準や集団的労使関係に係る規定が設けられていないがために、就労開始後あるいは終了後 組合が交渉しようとしても、使用 性や交渉事項でもめ、交渉の開始そのも が新 な争点となってし うと、労働組合 望む早期解決 いう「結果」につながらなくなってしまう。このように団交を求めても 労働条件 維持・改善に繋がら ことは、かえっ 労働組合の求心力を失わせことになりはしまいか。　
公契約従事者の労働条件設定に当たっての事前の協議、すなわち、公契約の締結に際して、公正労働基準が設定さ
法学志林
　
第一一三巻
　
第三号

四二
れるとともに、集団的労使関係における紛争解決のルールが設定されることが、紛争の予防と解決に資すると考える。受託事業者も、業務委託契約や指定管理にかかる自治体等との契約又は協定内容を盾に、団体交渉を拒むことはできないことはいうまでもない。　
さらに、公契約にかかる委託先や指定管理者が雇用する労働者との間で、中労委等が示す使用者性
）（（
（
が認められる場
合には団交応諾義務が生ずることを、何らかのかたちで明示する必要があろう。集団的労使関係のルールの設定は、労働組合の不断の団交の申し入れと交渉の積み重ねによって労使自治でなされることが望ましいのであるが、公契約にかかる労働者の置かれてい 状況と労働条件の過酷さを考慮す と、今後は、政策的に公契約に基づいて就労する労働者の 条件について、当 者間での協議、交渉を積極的 法令の中に位置づけることが問題の解決につながると考える。　　
大学院時代からお世話になった金子征史名誉教授の退官記念号に拙文を掲載いただくにあたり、金子先生に厚く御礼申し上げるととも
に、雑駁な論稿を呈することになり、先生の学恩に未だ応えられないことを深くお詫び申し上げる次第である。（
（）　
野田市公契条例（平成二二年四月施行） 、川崎市契約条例（改正） （二三年四月施行） 、多摩市公契約条例（二三年四月施行） 、相模
原市公契約条例（二四年四月施行） 、国分寺市公共調達条例（二四年一二月施行） 、渋谷区公契約条例（二五年一月施行） 、厚木市公契約条例（二五年四月施行） 、足立区公契約条例（二六年四月施行） 、直方市公契約条例（二六年四月施行） 、秋田市公契約基本条例（二六年四月施行） 、三木市公契約条例（二六年七月施行） 、千代田区公契約条例（二六年一〇月施行） 、草加市公契約基本条例（二七年四月施行） 、四日市市公契約条例（二七年一月施行） 、奈良県公契約条例（二七年一月・四月施行） 、我孫子市公契約条例（二七年四月施行） 、世田谷区公契約条例（二七年四月施行） 、加西市公契約条例（二七年三月可決） 、高知市公共調達条例（改正 （二七年一〇月施行） 。これらは認定
N
P
O
法人まちぽっとリサーチ「多様化する公契約条例～公契約条例の現状と今後の課題」 （
http
://m
achi-pot.org/
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m
odules/project/uploads/research/（0（（0（（（.pdf ）と、連合東京「公契約条例内容比較」 （二〇一四・一一・一二公契約条例シンポジ
ゥム資料）による。
（
（）　
前川健太郎『市民を雇わない国家─日本が公務員の少ない国へと至った道』 （東京大学出版、二〇一四年）三三頁。
（
（）　
上林陽治『非正規公務員』 （日本評論社、二〇一二年）二二頁以下。この問題を扱った書物としては官製ワーキングプア研究会編
『なくそう！ワーキングプア』 （日本評論社、二〇一〇年） 。
（
（）　
連合（
w
w
w
.jtuc-rengo.or.jp/roudou/chusho/kou_keiyaku/ ） 、橋本武朋「地方自治体の関連職場で働く民間労働者の現状と雇用
確保の取組み」労旬一八〇四号四二頁 全国建設労働組合総連合（
http
://w
w
w
.zenkensoren.org/new
s_page/jorei_0（/ ） 、自治労連
（二〇〇三年十一月一〇日「 『指定管理制度』の導入に対する取組について）等の労働組合の取組のほか、日弁連「契約法・公契約条例の制定を求める意見書 （
http
://w
w
w
.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/（（0（（（_（.pdf ） 、全国社会保険労務士会の
「公契約における“労働条件審査” 」に係る提案（
http
://w
w
w
.shakaihokenroum
ushi.jp/general-person/torikum
i/index0（.htm
l ）等
もある。
（
（）　
松井裕次郎・濱野恵「公契約法と公契約条例─日本と諸外国における公契約事業従事者の公正な賃金・労働条件の確保─」レファ
レンス二〇一二年二月号七八頁。
（
（）　
労働委員会命令を中心に検討する。なお、全国の労委においては、業務委託、指定管理に係る紛争が調整事件としてかか ている
と推察できるが、各都道府県労委 ＨＰ等で調整事件の事案と解決の詳細が分かるものと、概要にとどまるものとがあり、現時点では集計、検討 ていない。また裁判の検討は別稿を期したい。
（
（）　
公契約に係る文献としては、碓井光明『公契約法精義』 （信山社、二〇〇五年） 、辻山幸宣・勝島行正・上林陽治『自治総研ブック
レット
（・公契約を考える
　
野田市の公契約条例制定を受けて』 （公人社、二〇一〇年） 、小畑精武『公契約条例入門─地域が幸せにな
る“新しい公共”ルール』 （旬報社、二〇一一年） 、伊藤圭一編著『公契約適正化運動のすすめ─発展方向と可能性を探る（労働総研ブックレット
 三） （本の泉社、二〇一一年） 、永山利和・自治体問題研究所『公契約条例（法）がひらく公共事業としごとの可能性』 （自
治体研究社、二〇〇六年） 、論文としては、清水敏『公契約規制立法にかんする一考察』早稲田法学（一九八九年）六四巻四号四四六頁、上林陽治『政策目的型入札改革と公契約条例』 （上） ・自治総研三九四号（二〇一一年）六三頁、同（下）自治総研三九六 （二〇一一年）四五頁、上林陽治『公契約条例、その目的と構造～公契約条例をめぐる現状と課題～』労働調査（二〇一二年）一一・一二月号四頁、古川景一「公契約規制の理論と実践」労 一五八一号五二頁、古川景一「公契約規制の到達点と課題─川崎市契約条例を中心に」季刊・労働者の権利二九〇号八四頁、古川景一「公契約規 の到達点と当面の課題」労旬一七 九号七頁、松井祐次郎・五十嵐恵
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「公契約における労働条項─公契約法／条例による賃金規制をめぐる動向と課題」調査と情報七三一号一頁、松井祐次郎・濱野恵「公契約と公契約条例─日本と諸外国における公契約事業従事者の公平な賃金・労働条件の確保─」レファレンス二〇一二年二号三頁、小越洋之助「 法・条例制定の意義・現状・課題」賃金と社会保障一五〇二号三六頁、岸道雄「民間委託等の公契約条例に関する一考察─公平性と経済学の観点から─」政策科学二〇一二年三月号三一五頁、森原琴恵「公契約の現状と課題
, 解決策について」日本労
働研究雑誌
 五九五号一一五頁。雑誌の特集として、労旬一七一九号「特集
　
公契約条例に関する現状と課題」等がある。
（
（）　
業務の外部委託化に伴う雇用喪失（雇止め）は、外部委託に伴う紛争の典型として顕在化してきた。例を挙げれば、区立保育所の
民間委託移行に伴う中野区非常勤保育士（雇止め）事件（東京高判平一九・一 ・一八判タ一二七四号一六八頁）があげられよう。東京都労働 員会において不当労働行為事件としても救済申立がなされていたが、高裁判決の確定に伴い、都労委においても復職を内容とする和解で終結している。
（
（）　
株式会社ショーワ事件（中労委平二四・九・一九命令、別中時一四三六号一六頁） 。
（
（0）　
さらに、中労委は、国が、Ａ社への車両管理業務の委託につき、広島労働局、福岡労働局及び大分労働局から適正な請負（委託）
とは認められない旨指摘を受け、労働者派遣法の要件を満たさない労働者派遣に該当するとして、是正あるいは改善の行政指導を受けていた点について、本件団交申入れの時点で国道事務所等が労働者派遣法上の 先に該当する者であったと認めるに足りる証拠はないこと等から同法に基づく、直接雇用（任用）の義務が発生していた 認 ることはできないとして 各労働局 、労働者派遣法に基づく行政指導 、国が組合員らを することを特に要請 るわけで い。それゆえ 当該行政指導があったことをもって、国道事務所等に 直接任用することが求められていたということはできないと 断している。
（
（（）　
別中時一四四〇号一頁。
（
（（）　
派遣労働者の直用化を予定している派遣先の使用者性については、 （公契約の事案ではないが）クボタ事件（中労委平二一・九・
二別中労時一三八六号四二頁、東京地判平二三・三・一七労経速二〇一五号一三頁） 、ヤンマー 中労委平二二・一 ・一〇別中労時一四一二号一頁）等がある。
（
（（）　
判例評釈として吉田美喜夫「市立小学校の外国語助手（ＡＬＴ）の直用 要求と団体交渉上の使用者」中労委時報一一六八号四頁
（
（（）　
当該配転に係る民事訴訟は、公益法人えどがわ環境財団事件（労判一一一五号六八頁） 。
（
（（）　
総務省『公の施設の指定管理者制度の導入状況等 関する調査結果』の概要によれば、平成二四年四月一日現在、指定管理者制度
が導入されている施設数は七三、四七六施設（都道府県
 七一二三施設、指定都市
 七六四一施設、市区町村
 五八七一二施設） 、約三割
の施設で民間企業等（株式会社、ＮＰＯ法人、学校法人、医療法人等）が指定管理者に指定されているところ 労働法令の遵守や雇
日本における公契約と集団的労使関係（山本）

四五
用・労働条件への配慮について、約六割の施設で選定時や協定等に提示。
（
（（）　
労働条項については、小畑精武「公契約条例のひろがりといくつかの課題─賃金・労働条項をめぐって」労旬一八二〇号四七頁に
詳しい。
（
（（）　
例えば平成二六年四月制定の相模原市の「相模原市公契約条例の手引き（指定管理者版） 」には、参考法令として労基法、労基則、
割増賃金政令、最賃法、最賃則、生活保護法、警備業法はあるが、労組法や労調法はない。
（
（（）　
たとえば都道府県労委でのあっせんの利用を盛り込む等が考えられる。委託元が都道府県の場合であっても、委託元と労委の設置
地方公共団体が共通であることは障害にならないと考える。
（
（（）　
さしあたり、労使関係研究会報告書「労働組合法上の労働者性の判断基準について」 平成二三年七月）の公契約バージョンの作
成が考えられる。
（本稿は公益信託日新製糖奨学育英基金の奨学金を得て執筆した）
